





























































































































































































ヴ・ナロード論文「人民の中へJ ( 1921 年 7 月）「総同盟罷業
に就て」（ 1921 年 11 月）「農村無産階級の解放」



































































































































































から 8 年までの「機運が潜勢謹醸し」た時代、 8


























































































































( 1923 年 12月）て以来人民戦線運動を理由に検挙















































































































唐沢清八（東京 4 区）、徳田球一（福岡 4 区）、井























散命令によって解体された（ 4 月 IO 日）。全農の
再統一を進めていた日農の方針に従って小岩井は
労農党再建活動に参加したが、再建労農党も創立
大会で再び禁止された（ 12 月 24 日）。共産党はコ








































































































































































































































































































となった。 7 月 17 日付の大阪金属労働者組合と
全大板木材労働組合による労農党大阪府支部連合
会宛の質問書は対立の表面化であり「公然の宣戦

































と反撃する声明書を発表した68) ( 8 月 24 日常任委
員会）。























































































































































































































































































































7.9% に達した状況の中て＼全協も、 30年 8 月ご
ろ 4,000人から 31 年末には約 l 万人近くに、その
勢力を拡大した。一方、小岩井が顧問弁護士・統
制委員長としてかかわり解消派を代表した全農

































































































た東成区からは定員 7 名に対して民政（ 4 ）、政






































































































1932年 2 月小岩井は仮釈放されて 7 月 21 日懲































































































































3 ）『日誌補筆』大正 7 年（手書き。小岩井引用文の仮
名遣いは現用法に変更、以下同じ）。（藤沢家所蔵）。
4 ）細迫朝夫「私観・小岩井淳」『大阪労働運動史研究』
第 7 号、 1982年 12月、 15 頁。
5 ）河野密「大阪時代の活動」『愛知大学新聞 小岩井
浮追悌特集号」 1959年、 38頁。
6 ）野口義明 r無産運動総闘士伝』 1931 年、 1 18 頁。
7 ）河野密、前掲書、 38頁。
8 ）小岩井深『冬を凌ぐ』ナウカ社、 1935年、 252頁。
9 ）野口義明、前掲替、 1 18 頁。
10）細迫朝夫「小岩井淳氏の思い出を語るJ （高田鉱造、
佐川忠一、伊東猪三次氏の見解による）『大阪労働


























































20）野口義明、前掲宮、 1 18 頁。
21 ）制迫朝夫「小岩井待氏の思い U\ を語る J 前掲雷、 33
頁。細迫兼光の入党について小岩井はこれを最後ま
で議にも言わなかったという。




2 月、 28 頁。
25）小岩井浮「農民労働党の禁止と労働農民党の成立」
『社会問題講座』（1926～27年）第 4 巻、 2 ～ 3 頁。
26）小岩井海「我国労働運動の回顧」『社会事業研究』























32) I司上、 8 頁。
33）小岩井浄『孜国労働運動の回顧」前掲昔、 57、 58～
59 頁。
34）小岩井浮『冬を凌ぐ』 251 ～253 頁。












前掲｛1* 、 l 頁。
39）小岩井海『冬を凌ぐ』 256～258 頁。
40）岩村登志夫、前掲書、 104～105 頁。
















（談）、『大阪地方労働運動史研究』第 4 号、 1960年
8 丹、 17～ 18 頁。
46）野口義明、前掲"f!1 、 118 頁。
47）岩村登志夫、前掲書、 134頁（小岩井深『所謂無産
党の進出」『大大阪』 1929年 7 月号）。
48）小岩井滞「労民党解消への巨歩」『中央公論』 1930












総伺盟中央委員会は 9 月 9 日大阪連合会（左派）を
除名、被除名派は 9 月 16 日労働組合全国同胞を結
成した。
52）同 L 13 頁。
53）河上肇 r自叙伝（ー）』岩波文庫、 333～341 頁。
54）紺l迫兼光「j己認の具体的進出・新労農党の樹立へ」
『改造』 1929年 9 月号、 54、 58 頁。















61 ）労働農民党第 l @I大会（ 1926年 12 月 12～ 13 臼）「宣





8 巻、 242～243 頁、 25I 1'I。
62）『赤旗』 1928年 3 月 1 El 「総選挙の批判と議会行動




























第 12巻、 371 ～372 頁。
63）『日本労働年鑑』第 12巻、 162頁0
64）国際金融資本モルカ’ン系のゼネラル・モーターズ工




する反対派は投票で敗れ、結局 2 月 l 日解雇手当そ
の他の条件とひきかえに解雇反対闘争は敗北に終っ
た。
65）小岩井津「労農党解消への巨歩J 前掲書、本側 142 頁。
66) I'社会運動通信』日本社会運動通信社、 1930年 8 月
28 日。
67）向上、 1930年 8 月 27 日。
68）向上、 1930年 8 月 30 日 0








した。『社会運動通信』 1930年 9 月 2 13 0 
72）伺 l二、 1930年 9 月 6 日。
73）第 2 回普選における無産党の敗北は、無産政党の統





















党の結成 (1930年 7 月 20 日）によって一段落をみた。
『日本労働年鑑』第 12巻、 380～382頁。








よ！ J と指令したが、 4 月 9 日全盛第 3 田大会の後、
労農党拡大中央委員会は同指令を撤回した。岩村登















81 ）河上議 r自叙伝（二）』岩波文庫、 74～75頁。






85）小岩井海『冬を凌ぐ』 132、 133. 135 、 283～284頁。
86）岩村登志夫、前掲書、 157頁。
87）『社会運動通信』 1931 年 9 月 198 。
88）向上、 1931 年 9 月 29 日。得票数小岩井深2,472
村井小之助（社会民衆党） 1,589 岡本栄吉（関西民衆
党） 1,182 安藤国松（全国労農大衆党）925。
89）『読売新聞』 1931 年 9 月 29 日、 r赤旗』 10月 20 日引用。
90）『府県会議員選挙戦を如何に闘うべきかJ 『赤旗』
1931 年 5 月 17 目。
91）「小岩井深君の府議当選に就いてJ 『赤旗』 1931 年
JO J=j 20 日。
92) r社会運動通信』 1931 年 9 月 27 目。
93）同上、 1931 年 10 月 28 目。
24 
94）小岩井深 r冬を凌ぐ』 78～79頁。













































降である。 1935年 7 月のフランス人民戦線の成
立、 7 月～ 8 月のコミンテルンの反ファッショ人

























































































































































































































































































































































I ）小岩井浄 r冬を凌ぐ』 l ～ 2 頁。
2 ）細迫朝夫「私観・小岩升ニ浄」前掲書、 15 頁。




村の現状は斯く悲惨だ』『中央公論』 1934年 9 月号、
「米穀問題の基礎認識J 『改造』 1934年 l l 月号、『昭
和ト年の農村問題」『エコノミスト』 1935年 l 月 l
呂、「闘の問題と俊民」『労働雑誌』 1935年 6 月号、「今




1934年 5 月号、 55～57 頁。
8 ）向上、 57～58頁。小岩井滞「臨時議会と米の問題」『行
動』 1934年 12 月号、 63 頁。
9 ）小岩井戸手「米殺問題の基礎認識」前掲書、 132 頁。
10）小岩井浮「段村の現状は斯く悲惨だ」前掲官、本欄
187～ 188 頁。















その批判J 『政界往来」 1934年 l l 月号。
15）向上、 44頁。
16）小岩井深「都市・農村対立の解決者」『政界往来』




1974 年、 76～77 頁。
19）小岩井浮「都市・農村対立の解決者」前掲書、 55 頁。
20）『愛知大学新聞小岩井海追悼特集号』 80～82 頁。
「良民組合と調査」『愛国新聞』（ 1924年 3 月 l 日創





































































































































































動の統一戦線への胎動は 1935 年、 36年を通じて
急速に発展し小岩井の評価の適格さを証明した
が、その速さは小岩井の予想をはるかに上まわる

























































































































































































































































































典型であった。 1936年 l 月小岩井は帰阪して川
上貫ーを支局長として労働雑誌関西支局を設置し



























































覧させていた41) という。 JI!上は『労働雑誌』 1936





コミンテルン第 7 回大会（ 1935年 7 月～ 8 月）
がそれまでの社会ファシズム論を清算して人民戦
線方針へ転換したことは、同年 9 月 2 日付 r社会
運動通信』の記事が報道していた。この『社会運
動通信』の記事を資料として内野は『労働雑誌』




























































































































































































































































































立のために」（半紙 4 ツ折型 l l ページ）が発行さ
れ、つづいて「日本に於ける民衆戦線の為に」（ 5 























あった。こうした経過を見る時、 2 月から 4 月に
かけての和田の川上に対する党万針の提案が労農




















































































立花、内野聞に相違が生じたため、 36年 8 月『労
働雑誌』の方針について、また l l 月に日本政治
経済研究所の方針について大阪で小岩井の意見を
徴して新陣容を固めた70）、というのであった。







































































































































































































































第 159号、 108 頁。『日本労働年鑑』第 17巻、 500～
501 頁。
2 ）『社会運動通信』 1935年 1 月 24 日。
3 ）同上、同年 l H24 日。
4 ）同上、同年 l 月 18 日。
5 ）小岩井湾「無産者運動の新状勢」『社会評論』 1935












される。 4 月 10 日の合同促進協議会には各工場の
分会長クラスが結集された。この協議会には大阪市
大正区の 15 の職場、 4,680名の労働者が参加した。
うち総同盟関から 1,600名、全労側は 3,080 名で、「港
南地区の重要産業は殆んど網羅され、とくに日産コ
ンツェルン系の全従業員がかくして同一戦線に立つ





r大阪地方労働運動史研究』第 7 号、 2 ～ 3 頁、 5 頁。
8 ）「全労統一全国会議、江東地方従業員組合協議会、
日本労働組合総評議会声明書」 1934年 7 月 23 1J 、『日
本労働運動史料』第 7 巻、 547頁0
9 ）全評結成大会「運動方針大綴」向上、 570頁。
10）拙稿「小岩井浮とファシズム（8）」前掲書、 93 頁。
11 ）『日本労働年鑑』第 16巻、 366～367 頁。
12）『日本労働年鑑』第 17巻、 399 頁。
13）ねず・まさし「r労働雑誌』の歴史(I ）」『月刊さんい









ち』 1961 年 II 月号、 15 頁。
18) r赤旗」 1933年 8 月 26 日。
19）全労統一全国会議、江東地方従業員組合協議会、日
本労働組合総評議会「戦線統一問題に関する共同意






























































たる影響」前掲替、 292～297、 393 頁。
34）犬丸義一、前掲替、 174頁。
35) Ill上貫一『日中戦争前夜の反ファッショ運動J r大









42) JII上貫一、前掲替、 3 頁。なお川上貰ーは「労働講
座」として「労賃と資本」 (1936年 1 月号、 2 月号）、
「統労賃と資本』（同年 5 月号、 6 月号）を執筆し、
マルクス主義経済学の初歩的解説を行った。
43）犬丸義一、前掲書、 130頁。 r労働雑誌』 1935年 II
月号、 38～39頁。
44）『労働雑誌』 1936年 8 月号、 27頁。
45）向上、 1936年 5 月号、 42～43頁。














48）「新党樹立を排せ』 r国際通信』 1936年 4 月、『現代
史資料』 14、みすず替房、 2004年、 810～81 1 頁。
49）『労袋無産協議会と社大党への加盟問題」『国際通信』




究』第 11 号、 1972年 10 月、 30頁。
51）犬丸義一、前掲書、 116頁。








53）向上、 27、 33 頁。
54）『大衆政治経済』創刊号、 1936年 10月、 4 頁0
55）川上貫一、前掲書、 3 頁。
56）ねず・まさし「r労働雑誌』の歴史（3)J 『月刊さんい























































71) fH寺局新開』 1936年 5 月 18 日、山坂登「東京府会議
員選挙戦を人民戦線確立の方向へ一一社大党と労農
協議会の提携を望む一一」











































「メーデー問答」（ 1935年 5 月号）、「回答、日本で
ファッショは天下をとるかJ ( 1936年 2 月 J,sJ・）、「政














小岩井滞は『社会評論』（ 1935年 6 月号）に「日
本ファシズムの特質J を、『エコノミスト』（35





















































































































































































































































































































た 12）が、この漬説内容を「発展させ」第 7 回世界

































































































































年計画第 2 年度（ 1934年）において肥料全消費













































































































































































1935年 9 月から 10月にかけておこなわれた第































































































































































府県会選挙開始（鳥取県 9 月 21 日）直前小岩
井は「各派選挙対策の批判J （『社会評論』 10 月、






























































































































事の任命したもの（但し総員の 3 分の l を超える
こと得ず）、（ロ）労働団体・農民団体・技術者団体・
資本家地主団体・同業組合・産業組合より互選し









































































































































衆党系 8 、合計32名を数えた。全国農民組合 2 、



























会運動通信』（ IO月 9 日）の記事は IO月 14 日静岡
の最後の選挙をひかえた時点、の評価であったが、
2 府24県の無産党当選者25名の得票 15万 3 千は
前回 1931 年のこの地方における得票 18万 2 千に
























I, 151 名増の4,224名、無産党が75減の 78名、そ










































































































































































































1935年 6 月号、 14～ 15 頁。
3 ）小岩井浄「日本ファシズム論J 『エコノミス卜』
1935 年 l l 月 l 日、日頁。
4 ）向上、 13 頁。
s ）小結井浮「日本ファシズムの特質」前掲吾、 18 頁。
原文の伏せ字に相当する語句を括弧内に補った。以
下同じ。
6 ）同上、 18～ 19 頁。
7 ）小岩井浄「日本ファシズム論」 i1u掲替、 12～ 13 真。
8 ）河上、 14 頁。




第 153 号、 73 、 84、 88 頁。
12）岡野進（野坂参三）「クーシネンの報告にたいする
討論演説」 r資料集コミンテルンと日本③』 17 頁。









来』 1935年 9 月号、 150～ 151 頁。
21 ）小岩井浄「日本に於ける人民戦線の『綱領』の問題」




本史研究』 146 号、 108 頁。
24）小岩井深「改正選挙法と府県会選挙J 『社会評論』


















年 10 月、 55～58 頁。
































由獲得等々」『社会運動通信』 1935年 9 月 9 目。
37）小岩井深「各派選挙対策の批判」前掲書、 64真。
38）『社会運動通信』 1935年 9 月 10 目。
39）向上。





41）『社会運動通信』 1935年 10月 3 日。
42) r日本労働年鑑』第 17巻、 487頁。
43）『社会運動通信』 1935年 10月 12 目。
44）『社会運動の状況』昭和十年、 818～819頁。
45）『日本労働年鑑』第 17巻、 487頁。
46）『社会運動通信』 1935年 10月 9 目。なお、最終得票









50）『社会運動通信』 1935年 10 月 15 目。
51）『京都地方無産団体府議戦共同闘争同盟方針書J
『宇土会運動通信』 1935年 9 月 10 目。
52）『社会運動通信』 1935年 9 月 23 日。
53）『社会運動通信』 1935年 10月 16 目。
54）「選挙粛正運動概要」「内務時報』第 l 巻第 l 号、 3
～ 4 、 7 、 8 頁。
55）「古荘幹部建軍次官発赤木朝治内務次宮宛“選挙粛
正に関する通牒”J 粟屋憲太郎、前掲書、 112 頁。
56）小岩井滞『日本ファシズムの現段階」『サラリーマン』








1936 （昭和 11 年）年の展望を特輯した『社会



























































































































































































































































































































































































































































































































































































































大わくについても承認された則。 7 大政策は 4 大
政綱を敷宿したものとして公式に「庶政一新七網




書」（ 9 月 21 日）が提出された34）。このうち議会
制度改革については同意見書では抽象的表現にと
どまっていたのが、陸軍内の意見としての具体的
















1936年 5 月号、「広囲内閣と特別議会J Ii'社会評論』
同 5 月号、「特別議会を顧みて 現われた諸傾向
と諸現象」『時局新聞』 1936年 6 月 1 日、「広田
内｜品jの基本的方向」「経済往来」 1936年 7 月号、「特
別議会とファシズム一一［人民の権利］の問題を






















































































































































































































































































































































































































































































小岩井は r三田新聞』（ 7 月 8 日）に「日本に
於ける人民戦線の“綱領”の問題Jを寄稿した。「綱



































































































る行動を申し合せた73）。この流れの中で 8 月 17



























は、 4 団体の申込書の「趣旨を諒承したJ とし、
4 団体は党の『立党の精神政綱党規約承認の上」
それぞれ正規機関で党支持の決定されたしと回答

































































































































I ）小岩井浄「社会運動の展望」『社会評論』 1936年 l













第 159号、 92～93 頁。
2 ）同｜二、 96頁。











6 ）小岩井祁「社会運動の展望」前掲者、 6 頁。
7 ）「文化擁誕国際会議に就ての諸家の感想」『社会評論』
1935年 10 月号、 87頁。
8 ）粟屋憲太郎「 1936 、 37年総選挙について」『日本史





II ）粟屋憲太郎、 Ii百掲古、 l 16~ 1 17 頁。
12）拙稿「小岩井却とファシズム（8）」 Ji計局者、 1I 1 貰。
13）「思想月報』 H百和十一年五月、 185 ｝＇言。
14）向上、 192～ 193 頁c
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ーを協議中の全道無産団体協議会は、 5 月 26 日の
代表者会で社大党支持、メーデー禁止反対、反ファ











て見Wr,の一致を見なかったが（ 2 月 27 日執行委員
会）、社大党県連結成準備会が 9 月中の連合会結成









造り出きんとした J というものであった。 r社会運
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ては殆んどネグリジフ。ル・クオンティティー（ I %) 
であったJ と評している。森戸辰男「無産政党の躍
















71 ）初稿「小岩井戸事とファシズム（7）」前t局者、 79～84 頁。
72）向上、 85～86頁。
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76）向上、 9 月号、 35 頁。
6 r大衆政治経済』と人民戦線論の展開






























































































































































































































































































































































11 月 17 日脱稿によるもので浮上した大問題とし
て取敢えず論評したものであろう。この時期の軍
部の改革要求について『大衆政治経済』には 11





























































































































































































































































































































































































の不満が伝えられた26）。労協側 4 名（東交 3 ）、

















東京自動車もほぼ同様の経過を辿り 12 月 18 日の
年度大会での対立紛糾を経て 24 日中央委員会で
社大党支持の結着を見た。


































挙が行われた。 12月 5 日以降の治安維持法違反
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5 ）『大衆政治経済」 1936年 10 月号、 5 ～ 9 頁。








疑念を表明する。『大衆政治経済』 1936年 1 1 月号、
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16）小岩井滞「議会制度改革の問題」前掲書、 5 頁。
17）『社会運動通信』 1936年 10 月 28 目。『特高外事月報』
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18）『社会運動通信』 1936年 11 月 9 目。

















資料叢書第 l i揖、東洋文化社、 1973 年、 230、 243頁。
小野義彦「京大ケルンと人民戦線（第 2 部）」『大阪
労働運動史研究』 No. 3 、 24～25 頁。
21）小岩井深「日本ファシズムの現段階」『学生評論』












26）『社会運動通信』 1936年 l l 月 10 目。
27）同上、 1936年 12 月 10 日。
28）向上、 1936年 12 月 24 目。




















部と政党は、第70議会休会あけの 1937 （昭和 12)































































































がついていた（ 12 月 24 日）。社大党支持問題で組
合内対立が先鋭化していた東交は結局「社大、労
協何れを支持するも自由J との妥協的決着をはか










「第二戦線」構築の方針を示したS) ( I 月 19 日労協
議会闘争対策委員会）。











協勢力の力量を占うものとなった。 3 月 17 日の
開票結果は、社大党が37名立候補（内非公認 4)
中22名当選、当選率 6 割を達成したのに対し、
労協は立候補者 16名（内非公認 1 ）中当選 4 名、
























































地の約 7 分の I （約42万町歩）が自作地となる
と説明されたが、これは同じ時期の自作地が小作
地に転落する傾向を全く無視したものであった。









































































































































挙区中無産政党立候補区は 63 区（前回35 区）で、
社大党は 66名の候補者で928,934票（前回候補者
数30、得票数518,844、当選者数 18）を得た。日

































た。 4 月総選挙では東京第 5 区で加藤が第 2 位で
当選した外は、第 6 区で鈴木茂三郎20,181 票、新































































































































































が安部委員長によって表明され（ 7 月 11 日）、翌












に関する通達J （社大党本部組織部、 9 月 15 日）










































































家族の救援については 8 月 5 日の常任委員会が
「時局に関する指令」（第 l 号）を発し、つづいて
同 26 日第 2 号として出征兵士の家族の実況調査
を指令した判。
労協の全国的政党化一一日本無産党への転生と






















































和の戦士たれ」 (1937年 8 月 1 日付）、『国民の友』
第 6 号「大衆的反戦闘争の為に』（1937年 9 月 30
日付）、『国民の友』第 7 号「現下の人民戦線につ





























開する中で 7 月 20 日執行委員会で翌月開催の年
度大会のスローガンとして出征兵士家族生活の国
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13）内務省警保局『社会運動の状況』昭和十二年、 649頁。
14）「衆議院議員総選挙演説会状況表」警視庁（ 1937.4.
20）、『資料日本現代史 9 』 196～213 頁。
15）前掲「衆議院議員総選挙に於ける言論に依る運動状
i5i'.J 向上、 183～ 192頁。
16) 1警視庁情報課の 4 月 20 日付けの文書では、「現下社
会前一勢は財・閥より政党に対する↑亘判的献金絶無の状
態なりしを以て J の記述がある。同上、 182 頁。
17）警察当局の「無効投票内容調」の総数7,757票は、
その内容 1. 白票 703 票、 2. 悪戯書 1,874 票、 3. 候
補者にあらざるものの氏名記載し621 票、 4. 他事記
入のため無効 1,014 票、 5. 其の｛也2,654禁の合計
7,866票と一致しない。『資料日本現代史 9 』 214 頁。
18）同一l二、 214～216頁。
19）警視庁「衆議院議員総選挙演説会状況表」によれば
















23）『日本労働年鑑』第 19巻、 281 ～287 頁。
24）社大党は「選挙政策」の中の「政治政策j の第一項
罰に「選挙粛正の徹底（貿収犯の厳罰）」を掲げた。
25）小岩井滞「社大党の滅進」『政界往来』 1937年 6 月号、
86～87 頁。

















29）向上、 573 頁。なお『陸軍ノf ンフレツト』支持問題
については、拙稿「小岩井滞とファシズム（4）」 r愛
知大学法経論集』第 153 号、 50頁。同（8）、第 159 号、
107～ 108 頁。




































40) 7 月下旬現在、党本部の外、支部連合会 l 、支部協

















の左翼宣伝印制物集』第 3 樹、 203頁。
50）「現下の人民戦線について」向上、 223、 224頁。
51 ）以上、『社会運動通信』 1937年 7 月 19 目、 7 月 26 日、
7 月 30 日。
52）向上、 8 月 7 日。
8 転向と東E同文書院大学における再生
小岩井は「社大党の躍進」の執筆を終えた後 6








審判決I) をうけ (1938 （昭和 13）年 4 月 30 日）、
38年 6 月第 1 審有罪判決、この間 5 月に「転向
上申書」を提出しており、同年 6 月 27 日の第 2
審判決は「情状割酌」のうえ、一審より軽〈懲役
2年、執行猶予 3 年の決定を下した。
第 2 審判決は、その「理由」の中で 1932年 7























































































































































































































































































































































































































































4 ）小岩井浮「新らしき出発J F説明公論』 1938年 6 丹、
20～22頁。








10）小岩井海「日本学の輪廓」『国民思想』第 6 巻第 3 号、
9 頁。
11）小岩井深 r民族の問題J r誠明公論』第 2巻第 4 号、
23 頁。
12）小岩井滞「日本学確立のために」 r国民思想、』第 5
巻第 9 号、 5 頁。
13）小岩井滞「新しき支那J r国民思想』第 7巻第 3 号、
1 l～ 12頁。
14）小岩井滞「南京政府と民族主義の再建』『中央公論』


































導のもとで設置され、 1953 （昭和 28）年から新
中国の共同研究が本格化、人民政治協商会議共同
綱領、新中国憲法の共同研究の成果があいついで
公刊された。個人研究としても国際問題研究所機
関誌をはじめ学術雑誌などに多くの論文を寄稿し
た。 68年に刊行された『中日大辞典』の編纂事
業にも小岩井は本間喜ーとともに推進をはかっ
た。本聞はこのような小岩井の大学創設時に果し
た役割について、「先生が後年日中友好を主張し、
中国問題の研究を重視したことは、愛大創立の趣
意書や中国関係の講義科目、研究所の設置等に依
ってよく判るところであるが、これらは恐らく先
生の上海生活における中国社会の見聞、研究の賜
であったろうと思われるJ と回想している九ま
た、アジア・アフリカ法律家会議へ日本代表団長
として参加、国際的な平和・文化交流の運動に貢
献した。
小岩井は大学卒業後、日本農民組合顧問弁護士
となり農民運動・労働運動に献身した。この問、
農民労働党・労農党・新労農党に参加し、最初の
無産政党である農民労働党（即日禁止）や新労農
党解党運動では指導的役割を果した。日中戦争開
戦前の人民戦線運動では、小岩井は大衆啓蒙活動
や理論活動で大きな役割を果した。 1937年治安
維持法違反で五度目の入獄ののち、転向し国民思
想研究所を経て、上海に渡り、 41 年東亜同文書
院大学に迎えられた。このように小岩井は戦前の
左翼知識人のある意味で典型とも言える経歴をた
どった。
小岩井は戦前の活動の中で一時共産党に関係
し、また党組織を離れたのちもコミンテルンの日
本革命論である「32年テーゼJ の方針にそって
活動した時期があった。しかし人民戦線論を形成、
発展させる過程で「32年テーゼJ の革命論から
脱却し民主主義者の立場を確立した。この過程で
「32年テーゼ」の理論的支柱であった講座派の日
本資本主義論を批判・修正する論文を発表し、日
本ファシズムの経済的基礎を明らかにし、天皇制
ファシズム論の先駆とも言える日本ファシズム論
を展開した。
小岩井が、民主主義の問題について、日本の封
建的残存物に対する闘争、すなわち労働者農民が
ブルジョア民主主義の未達成の部分を実現してい
く闘争と、ファシズムに対する民主主義のための
闘争は基本方向は同じであり、結局は同じもので
あるとの観点を主張した「32年テーゼ」の民主
主義革命論では、封建的な絶対主義天皇制を打倒
する民主主義革命を完成し、ひきつづいてプロレ
タリア民主主義というこ段階の革命の中で、民主
主義は段階的にあるいは質的に区別されていた。
野坂参三の、日本の人民戦線運動は民主主義革命
運動の性質をもっという場合も同様であった。小
岩井が「政治的自由」の要求・獲得は議会制度を
はじめ国家・政治機構さらに社会制度の民主化の
「前進」のための「集中された目標」であるとい
う時、現在の「議会」を通じての「社会主義への
前進」という日本共産党の立場により近いもので
あった。すなわちレーニン的階級国家論からの現
在の民主主義論への転換とも言うべき理論上の意
味をもっとも見うるものであった。そしてこのよ
うな小岩井の理論的立場を支えたのは、小岩井の
大衆運動の実践的立場を重視する姿勢と、社会・
政治分析におけるその実証的視点、を一貫したこと
にあったと思われる。
転向後上海へ渡った小岩井は、日本占領下の中
国の現実を目撃し、またとくに東亜同文書院大学
での研究・教育活動に専念するなかで、転向時の
小岩井滞と人民戦線
日本主義思想の拘束から離脱していく。学問研究
と教育を追求する小岩井の姿勢は、ーたび辞表を
提出した本間喜一の大学復帰を求める学生・教員
の運動の支えとなったが、この学生・教員と本
間・小岩井の信頼関係は、敗戦の混沌の中での引
揚事業を通じて一層強固なものとなっていく。本
聞はこのような小岩井の大学生活の一端を次のよ
うに描いている。「先生は平素学生を愛した。そ
の周囲には何時も学生の集りがあって、中国の政
治、経済、社会事情の研究討論をしていた。単に
文献ばかりではなく、これら学生の前線からの報
告書、実見談なども資料としていた。時々私も陪
席して拝聴することもあった。毛沢東の三風粛正
論（延安抗日大学開校の講演）中の共産八股文（マ
ルキシズム公式偏向）の弊風を非難した点などの
報告を感心して聞いた覚えがある」3) 0 
愛知大学創設の精神、国際平和と民主主義に立
脚した教育と研究の発展の精神は、たんに日本敗
戦という時代に迎合したいわば歴史的転換期に順
応しただけのものではなかった。それは、東亜同
文書院大学において学問と教育を発展させようと
して築かれた教員・学生の信頼関係を「契機」と
し、それを土台として生まれたものであった。小
岩井揮にとって言えば、その中で小岩井が重要な
役割を果たしたというだけでなく、転向思想から
解放されたその人間的資質を取り戻して行く過程
でもあった。それは、戦前の解放運動・平和運動
において形成された思想的立場の復活・再生の意
味をもった。そして、同文書院大学での研究・教
育活動の実践がそれを準備し、育んだのである。
註
むすび
I ）細迫朝夫筆、『顕彰録一一対中ソ外交物故功労者記
念碑』 142頁。
2 ）本間喜一 r上海時代」『愛知大学新聞小岩井滞迫
悼特集号』 72頁。
3 ）同上。
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